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はじめに
　Ａ病院師長会では、望まれていた病院経営参画の
一環として、病床管理の効率化について3年間取り
組んできた。その過程と成果について報告する。
Ⅰ．A病院の背景
１．医療機能等
　Ａ病院は新潟県中越地区に位置する地域における
中核病院である。26診療科600床台の病床数、救急
告示病院、地域医療支援病院、総合周産期母子医療
センターなどの機能を有し、７対１入院基本料を取
得している。2009年より一般病床の病床減床を開
始し、病棟再編成を常に実施しており、2017年４
月現在では649床（一般609床　結核30床　感染症
10床）、17病棟と開設時より約100床減床および1病
棟を閉鎖してきた。平均在院日数は14日程度で推移、
病床稼働率は年次漸減し2015年度は84.7％である。
２．病床管理における課題
　病床管理は一部中央管理（以下、管理室）を行っ
ている。管理室は内科系の予定入院の病床を調整・
決定する役割および、緊急入院において専門診療科
の病床がない場合等に受け入れを交渉・調整する役
割を担っている。緊急入院の受け入れ先決定に労力
を要すことが課題であり、病棟が難色を示す主たる
理由は、専門診療科でないこと、空床はあるが繁忙
によるマンパワー不足である。
　今後さらに平均在院日数の短縮化や、これに伴う
病棟再編成による混合診療科が進む予測の中、円滑
な入院受け入れは、病床稼働率の向上・維持につな
がるものとして、A病院にとって命題であった。
Ⅱ．活動経過
１．活動形態
（１）メンバー構成
　自薦により看護師長11名および看護副部長１名
でのワーキンググループにより活動を展開した。看
護師長は一般病棟、退院調整部門、救命加算算定病
棟（以下救急病棟）、外来系、がん看護専門看護師、
感染管理室専従であり、外来から在宅療養まで多角
的に議論できるメンバーで構成された。Ａ病院を取
り巻く外部環境や病床稼働に関することなど、随時
関係する企画課や医事課の参加やデータ提供の協力
を得た。
（２）活動期間
　2013年４月から2016年３月
（３）活動方法
　毎月２回の師長会議の日に60～90分、協議の時間
を設定した。チームリーダーは3年間変わらず、サ
ブリーダーは年度ごとに交代した。抽出された課題
に応じメンバーを二分したり、課題を主体的に選択、
分担しながら活動を進めた。
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2．活動の実際（表1）
（１）初年度　「病床管理のあり方」の共通理解
①入院受け入れに関する意見交換
　活動開始にあたり、３カ年の師長会の取り組みは
初めてであり設計を考える必要があった。何をどこ
まで行うか着地点を決めるのもワーキンググループ
の裁量であった。ます、グループで、お互いの意見
を否定せず最後まできくことと、発言の中で理解で
きないことは確認し合意の上進めることを方針とし、
その上で意見交換を開始した。
　救急病棟は加算算定対象以外に、夜間の緊急入院
は原則全て受け入れる役割を有していた。したがっ
て救急病棟の師長は一般病棟対象の患者については、
速やかな転棟が望んでいた。しかし、一般病棟の師
長はその日の予定・緊急入院患者の受け入れ等を優
先し救急病棟からの転入が円滑でない実情があった。
また、病棟師長は外来からの緊急入院に対して、決
定までに時間を要すことや患者の状態に関する情報
の精度に問題を感じていた。このように相互に影響
しあうステークホルダーの関係にある師長が集まり、
それぞれの所属部署の立場から様々な思いや意見が
表出された。
　自由な意見交換の中で、「病床管理方針の不明瞭
さ」「空床の偏りがあることへの不満」「病棟スタッ
フを説得する困難さ」「（受け入れ患者が）専門診
療科でないことへの不安」「病床機能や経営的視点
を考えた采配」など、それぞれに師長の病床管理の
方針や、入院受け入れの判断基準、意思決定過程な
どがあることがわかってきた。
②「看護師長が病床管理を行う上での意思決定の過程」
　次の段階として、意見交換から見えてきたことよ
り、３カ年の活動基盤、議論が混迷したときの拠り
所として、「師長が行う『病床管理』」および「効率
的な病床管理」についての定義（表２）をした。そ
の上で、「看護師長が病床管理を行う上での意思決
定の過程」を構造化した（図１）。師長は、病院の
使命、方針に基づき、病床稼働率の向上・維持、医
療の質担保を考慮し、受け入れ患者に関すること、
担当医に関すること、部署の繁忙状況を考慮し入院
受け入れを決定していた。
　ここまでの過程で、それぞれの師長の暗黙知を可
視化・共有化することで、構造図のどこについて何
を検討するのかが明確となり、活動目標の共有化も
図られた。
表２ 定義した用語
表１ 活動経過
①「看護師長が行う『病床管理』」 
治療・看護の必要性、患者の病状変化や要望により、予定入院・緊急入院、退院、転院、院内転入・転出、
棟内転床など、当該病棟の病床を運用し管理すること。それに当たっては、病棟の状況を把握した上で、
患者にとって安全で適切な病棟の選択を行うこと。
②効率的な病床管理 
 地域の中核病院としての使命から「患者は断らずに受け入れる」こと、経営的な視点からの「病床稼働率
　の目標の到達維持」すること、「質の高い診療・ケアの保証」すること、これら全てを適えること。
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（２）2年目　病床管理マニュアルの改訂
①構造化により導き出された課題
　「意思決定の構造化」における【部署の繁忙状況
を評価する】で、程度の差異はあるがスタッフ対応
が困難という課題がメンバーの師長に共通するこ
とがわかった。スタッフは入院受け入れに際し、師
長の判断に対し不安や不満、不公平感を有していた。
これを換言すれば、最上位の【病院の使命・方針】
に始まり、【受け入れる患者に関すること】を【上
位の方針と自部署の状況を推し量る師長】の判断基
準が、看護部全体で共有できれば緩衝し、効率的な
病床管理につながると考えた。
②構造図を反映させた病床管理マニュアルの改訂
　前述より、構造図を看護部門全体で共有化できる
ような病床運用に関するマニュアル（以下マニュア
ル）改訂を2年目の課題とした。既存のマニュアル
はあったが、病院・病床運用の方針や、緊急入院受
け入れ決定の判断基準などは明記されてなかった。
マニュアルの構成として、まず「（緊急・救急）入
院を断らない」病院方針を明記し、「管理室の役割」
「加算算定要件に適用する病態・治療」「緊急入院
時の病床選択基準」など、従前にはなかった内容
を盛り込んでいった。「加算算定要件に適用する病
態・治療」に関しては特定入院料の点数
も記述し、看護師個々が経営的視点から
病床運用を考えてもらえることを意図し
た。「緊急入院時の病床選択基準」に関
しては、「優先事項」として「治療・ケ
アの専門性や重症度」「病床稼働状況」
を掲げ、これに対し「マンパワー充足
度」は「状況に応じた考慮」としてより
優先度の低い考慮点であることを示した。
　また、師長会全体で、「日々の病床管
理、緊急入院受け入れで工夫している
点」をテーマに、マンパワー確保や診療
部や外来との協力体制について話し合う
場を持ち、「病床運用の工夫」の項目と
してマニュアルに反映させた。完成版と
する前段階でも、師長全員および係長か
らも意見聴取し、形でなく自分たちが実
際に活用するマニュアルという合意を得
た。
　特筆することとして、当年度において、
管理室で病床管理ミーティングが開始さ
れ、師長が一同を介し、入院・転棟など
の調整を図るようになった。これは、マ
ニュアル改訂が、病床管理を看護部門全
体および各部門、部署で何をすべきか考
える契機になったことが一因である。また、病院が
バランスト・スコアカード（以下、BSC）を導入し
病床稼働率の目標も示され、病床管理は、看護部内
だけでなく病院全体のこととして発展的課題となる
ことが期待できた。
（３）最終年度　「緊急入院の実態の明確化」
　最終年度は、前年度に作成したマニュアルの活用
と評価を試みた。中でも【病院方針】である「緊
急入院を断らない」という評価および「緊急入院時
の病床選択基準」により円滑な入院決定がなされて
いるかの評価が、今後の課題につながるものと考え、
これに着眼した調査を実施した。もう1つの取り組
みとして、円滑な入院受け入れに向け、受け入れ業
務の合理化も試みた。
①緊急入院実態調査
a．調査方法
管理室は緊急入院受け入れ難渋の際に調整する役割
を有している。ゆえに、管理室を経由した緊急入
院の調査が実態を反映すると考え照準化した。また、
緊急入院の病床決定に際し、稼働率の高さや部署の
繁忙さ、患者の重症度などが受け入れを左右する要
因と考えたため、これらに関するデータを背景要因
として収集した。
図１ 「看護師長が病床管理を行う上での意思決定の過程」　　　  
部署の繁忙状況
患者ケアに係る労力
業務量
入院患者数
業務内容
入院中の患者の状態
マンパワー
実践能力 経験年数
スタッフの人
数
スタッフの心
情（抵抗感）
慣れない 遅い時間帯 入院にかかる時間
スタッフの役
割意識
健康状態･病欠
受け入れる患者の状態
緊急性
重症度
専門性
治療方針の明確さ
連絡から来棟までの時間
感染症の有無
せん妄・不隠の有無
医師に関係す
ること
主治医の方
針
主治医と看護
師の関係性
方針を受けての
役割認識 スタッフ対応
(調整・説得・動機づけ)
患者の安全確保
病院の方針
患者を断らない
経済・経営的視点
救命救急入院料
の算定
病床管理
看護部方針
病院の使命
空床状況
病院全体の
空床状況
受け入れる患者に
関すること
部署の繁忙状況を
評価する
受け入れの妥当性・公平性を
把握する 上位の方針と自部署
の状況を推し量る師長
医師に関係すること
病院の使命・方針 病院の現状
287 塩入久美子・星野美代子・池田道子・木村美枝子・牧野朝子・目黒信子・大岡花巳・白井直美・高橋 文子・田村栄治・岩崎佳子
b．調査期間
2015年６～８月（第１期）・2015年11月～2016年１
月（第２期）
c．調査項目
背景要因：予定・緊急入院数、重症度、医療・看護
必要度。
患者要因：年齢、診療科、疾患、治療方針、病床形
態、隔離必要性、ADL、認知症の有無など。
管理室：調整依頼時刻、病床決定時刻、交渉部署・
のべ部署数、受け入れ不可の理由など。
d．調査結果の概要
　Ａ病院の緊急入院割合は50％であることがわかっ
た。第１期において管理室を介した緊急入院は233
件、全緊急入院の13％程度であった。調整依頼は呼
吸器、消化器内科で５割を占めていた。病床決定に
要した時間は平均18分、平均２倍以上要したケース
は30件だった。受け入れ不可の理由は「適した病床
なし」36％、「マンパワー不足関連（予定・緊急入
院が多いなど含む）」35.1％だった。終業前１時間
の調整依頼件数は31件、そのうち３分の２が一般外
来からであり、更にそのほとんどが救急病棟に入院
となっていた。その31件を詳細に分析した結果、専
門病床不足から決定に時間を要している呼吸器内科、
受付から入院決定まで６時間以上要している消化器
内科のケースがあり、その理由が診療システムなど
であることも明らかになった。日勤終了間際の一般
病棟適応患者が救急病棟に入院し、救急病棟の本来
の機能が損なわれる可能性も示唆される結果であっ
た。
　これまで緊急入院割合については明らかでなかっ
たため、その数値や看護部門のみでは解決できない
課題について、診療部長、病院幹部で構成される会
議で報告した。前年度に算出していた診療科別病床
占有率（各診療科のべ入院数÷のべ入院患者数）に
ついても提示し、呼吸器内科の専門病床不足とする
根拠も示した。
　この報告後、管理室ではより円滑な病床運用のた
め、それまで救急当番日のみであった病床管理ミー
ティングを連日に、また外来と病棟の連携強化が図
られ、第２期においては管理室を介した緊急入院は
208件と第1期とほぼ変わらなかったが、16時以降
の調整依頼は６件に減少した。さらに呼内増床の動
きにもつながった。
②入院受け入れ合理化の試み
　入院受け入れ業務の洗い出しを行った上、それら
を分類した。その結果、薬剤・事務的処理・端末入
力等となり、これをもとに、看護職でなくてよいも
のや、受け入れ当日でなく翌日以降に対応可能な事
項などを検討した。持参薬の鑑別に時間が費やされ
ていることも明らかとなったが、いずれも医療安全、
薬剤部、事務部等との協議まではできず、直接の改
善活動までは至らなかった。しかし、「入院時チェ
ックリスト」として看護部門全体での標準的使用と
し、今後実質的な検討する際の資料の位置づけとし
た。
（４）3年間の活動の総括
　「効率的な病床管理」を定義し、「病院の使命」
「経営基盤の安定への寄与」「質の担保」に根差し
たデータ収集・分析、活動を展開してきた。活動２
年目にBSCが導入されたことで、病院の目標との関
連で議論できるようになったと振り返る。
　最終年度はチェックリスト作成や緊急入院の実態
調査、２年目は「診療科別病床占有率」や、師長会
でのグループワークでの意見を反映させた「病床管
理マニュアル」改訂などを行ってきた。これらの
取り組みは、可視化から共有化を促進、自部署中心
から病院全体の視点で「効率的な病床管理」を検討、
発展に寄与したと考える。
Ⅲ．考察
１．病床管理における看護師長の役割
　病床機能が分化し2016年現在では、高度急性
期・急性期・回復期・慢性期の区分が示されている。
2016年度の診療報酬改定では「重症度、医療・看
護必要度」も見直しされ、「急性期」の機能を、よ
り鮮明に量る尺度となった。平均在院日数の短縮化
やDPCにおいて標準入院期間が示される中で、在院
日数および稼働率を意識しながら、良質な医療・看
護を提供することは相容れない側面がある。
　今回の活動始動時における看護師長は、様々な要
素を押さえながらも、自部署を重視した病床管理で
あった。しかし、他者の意見をきき、病床管理に関
する質的・量的な分析を多角的に実施していく中で、
前述の相容れない側面を認めつつ、病院全体とし
ての病床管理の在り方へと考え方が変化していった。
これは、病院を取り巻く医療情勢、地域における病
院の役割、病院方針と連結させた病床管理の在り方
を、師長各々が再構築した過程と考える。これを換
言すれば国の施策、地域医療構想などを抜きに自施
設、自部署の立ち位置を論じることはできないとい
うことであり、現場の第一線にいる師長は、これら
を咀嚼し部下に伝えていく役割がある。そこに、可
視化されたデータや、マニュアルなどでルールを共
有することが、現場の合意形成を促進するものと考
える。
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2．問題解決型のチームマネジメント
　３年間におよぶ活動を問題解決型のチームとして
展開してきた。チームとグループとの違いは「協調
を通じてプラスの相乗効果（シナジー）を生むこ
と」１）である。しかし、即日効果を生むものではな
い。Robbinsは「成功するチームは、時間と努力を
注ぎ目的を議論・形成する」２）と述べており、本活
動においては、「効率的な病床管理」を定義し、目
指す方向性に時間をかけ、構造図をもって合意形成
をはかってきたことがこれに相応する。
　また、Tuckmanはチーム形成の発達段階を4段階
のプロセスで示しており、第２段階stormingにおこ
る対人関係領域で起こるコンフリクト処理がうまく
いかないと、メンバー間の分離を招いたり、課題達
成度に影響を及ぼすとしている３）。メンバーであ
る師長は緊急入院受け入れにおいて、お互いがステ
ークホルダーであり、それぞれの思いがあることが
予測された。チームリーダーは、入院受け入れに直
接関与しない立場であり、チーム形成の理論を活用
した経験があることから、まずはメンバーそれぞれ
の「吐き出し」を促進した上で目的・目標を共有し
ていった。３年間の活動はワーキンググループ内か
ら始まり、病院全体の議論まで発展していった。高
い成果と評価するが、これは活動２年目にBSCが導
入され、病院全体として目的・目標の共有が促進さ
れたところにも因る。
　最終年度で多職種、他部門との連携という課題が
明確化され、その達成を目指すには、師長のみでな
く、それに相応する関係者である。転換点において
活動の目的・目標を再考し、より適したメンバーで
再構成するという思考もマネジメントには重要と考
える。
Ⅳ．今後の課題
１．地域医療構想、地域包括ケアシステム構築を視
　　野に、地域における自施設の病床機能の構想を
　　交えた検討をする。
２．「効率的な病床管理」の在り方を診療部、事務
　　部門等、関係する部門と検討する。
３．病院経営に関連したデータ構築について、事務
　　部門との連携・協働を図る。
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